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洞 爺 湖 町 議 会 令 和 ３ 年 ９ 月 会 議 

議 案 
 

 



附 議 議 案 

議 案 番 号     件           名 

同意第 ６ 号  洞爺湖町表彰条例に基づく同意について 
 

報告第 ６ 号  健全化判断比率の報告について 
 

報告第 ７ 号  資金不足比率の報告について 
 

報告第 ８ 号  株式会社グリーンステイ洞爺湖の経営状況の報告について 
 

議案第１２号  洞爺湖町議会議員及び洞爺湖町長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の制定について 

 

議案第１３号  洞爺湖町観光情報センター設置条例の制定について 

 

議案第１４号  指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

等の一部改正に伴う関係条例の整理について 
 

議案第１５号  洞爺湖町国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正について 
 

議案第１６号  洞爺湖町農業委員会委員及び農地利用最適化推進委員の定数条例の

一部改正について 
 

議案第１７号  西いぶり広域連合規約の一部変更について 
 

議案第１８号  洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画の策定について 
 

議案第１９号  工事請負契約の締結について（洞爺湖温泉大通り線舗装工事） 
 

議案第２０号  令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第３号） 
 

議案第２１号  令和３年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号） 
 

議案第２２号  令和３年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計補正予算（第２号） 
 

議案第２３号  令和３年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 
 

認 定 第 １ 号  令和２年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計決算の認定について 
 

認 定 第 ２ 号  令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計決算の認定について 
 



議 案 番 号     件           名 

認 定 第 ３ 号  令和２年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計決算の認定について 
 

認 定 第 ４ 号  令和２年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計決算の認定について 
 

認 定 第 ５ 号  令和２年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計決算の認定について 
 

認 定 第 ６ 号  令和２年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計決算の認定について 
 

認 定 第 ７ 号  令和２年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計決算の認定について 



同意第６号 

 

   洞爺湖町表彰条例に基づく同意について 

 

 洞爺湖町表彰条例（平成１８年洞爺湖町条例第１６１号）第３条の規定により、

下記の者を表彰することにつき、議会の同意を求める。 

 

  令和３年９月１０日提出  

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

記 

 

表彰区分 住     所 氏   名 生 年 月 日 

功労表彰 洞爺湖町 吉 田   聡    年  月  日 

功労表彰 洞爺湖町 岩 原 義 美    年  月  日 

功労表彰 洞爺湖町 京 谷 常 美    年  月  日 

功労表彰 洞爺湖町 小 山   忠    年  月  日 
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報告第６号 

 

健全化判断比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項の規定により、令和２年度決算に基づく財政の健全化判断比率を別冊のとおり

監査委員の意見を付して報告する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

015849 北海道 洞爺湖町 － － 10.9 42.1

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち 臨時財政対策債

発   行   可   能   額

早期健全化基準 15.00 20.00 25.0 350.0

4,252,323 130,806 財政再生基準 20.00 30.00 35.0

健全化判断比率の状況（令和２年度）

　（　別　紙　）

-3-



報告第７号 

 

資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条

第１項の規定により、令和２年度決算に基づく公営企業会計に係る資金不足比率を

別冊のとおり監査委員の意見を付して報告する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 水道事業会計 公共下水道事業特別会計 簡易水道事業特別会計

015849 北海道 洞爺湖町 － － －

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち 臨時財政対策債

発　 行 　可 　能 　額

4,252,323 130,806

20.0

　（　別　紙　）

資金不足比率の状況（令和２年度）

経営健全化基準 20.0 20.0
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報告第８号 

 

   株式会社グリーンステイ洞爺湖の経営状況の報告について 

 

 株式会社グリーンステイ洞爺湖の経営状況を地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の３第２項の規定に基づき、別紙のとおり報告する。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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議案第１２号 

 

   洞爺湖町議会議員及び洞爺湖町長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の制定について 

 

 洞爺湖町議会議員及び洞爺湖町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例を次のように定める。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

洞爺湖町議会議員及び洞爺湖町長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号。以下「法」と

いう。）第１４１条第８項、第１４２条第１１項及び第１４３条第１５項の規

定に基づき、洞爺湖町議会議員及び洞爺湖町長の選挙における法第１４１条

第１項の自動車（以下「選挙運動用自動車」という。）の使用、法第１４２条

第１項第７号のビラ（以下「選挙運動用ビラ」という。）の作成及び法第１４

３条第１項第５号のポスター（以下「選挙運動用ポスター」という。）の作成

の公費負担に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（選挙運動用自動車の使用の公費負担） 

第２条 洞爺湖町議会議員及び洞爺湖町長の選挙における候補者（以下「候補

者」という。）は、６４，５００円に、その者につき法第８６条の４第１項、

第２項、第５項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出のあった日か

ら当該選挙の期日の前日（法第１００条第４項の規定により投票を行わない

こととなったときは、同条第５項の規定による告示の日。以下同じ。）までの

日数を乗じて得た金額の範囲内で、選挙運動用自動車を無料で使用すること

ができる。ただし、当該候補者に係る供託物が法第９３条第１項（同条第２

項において準用する場合を含む。）の規定により町に帰属することとならない

場合に限る。 
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（選挙運動用自動車の使用の契約締結の届出） 

第３条 前条の規定の適用を受けようとする者は、道路運送法（昭和２６年法

律第１８３号）第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業を経

営する者（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者」という。）その他の者（次

条第２号に規定する契約を締結する場合には、当該適用を受けようとする者

と生計を一にする親族のうち、当該契約に係る業務を業として行う者以外の

者を除く。）との間において選挙運動用自動車の使用に関し有償契約を締結し、

洞爺湖町選挙管理委員会（以下「委員会」という。）が定めるところにより、

その旨を委員会に届け出なければならない。 

 

（選挙運動用自動車の使用の公費負担額及び支払手続） 

第４条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客自動車運送事業者その他の者

（以下「一般乗用旅客自動車運送事業者等」という。）に支払うべき金額のう

ち、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を、第２条ただし書

に規定する要件に該当する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車運送事業者

等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客自動車運送事業者等に対し支払う。 

⑴ 当該契約が一般乗用旅客自動車運送事業者との運送契約（以下「一般運

送契約」という。）である場合 当該選挙運動用自動車（同一の日において

一般運送契約により２台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、当

該候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に限る。）のそれぞれ

につき、選挙運動用自動車として使用された各日についてその使用に対し支

払うべき金額（当該金額が６４，５００円を超える場合には、６４，５００

円）の合計金額 

⑵ 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次に掲げる区分に応じ、

それぞれに定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入契約（以下「自動車借入契約」とい

う。）である場合 当該選挙運動用自動車（同一の日において自動車借入

契約により２台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、当該候補

者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に限る。）のそれぞれにつ

き、選挙運動用自動車として使用された各日についてその使用に対し支払

うべき金額（当該金額が１５，８００円を超える場合には、１５，８００

円）の合計金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契約である場合 

当該契約に基づき当該選挙運動用自動車に供給した燃料の代金（当該選挙
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運動用自動車（これに代わり使用される他の選挙運動用自動車を含む。）

が既に前条の規定による届出に係る契約に基づき供給を受けた燃料の代

金と合算して、７，５６０円に当該候補者につき法第８６条の４第１項、

第２項、第５項、第６項又は第８項の規定による候補者の届出のあった日

から当該選挙の期日の前日までの日数から前号の契約が締結されている

日数を除いた日数を乗じて得た金額に達するまでの部分の金額であるこ

とにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基づき、

委員会が確認したものに限る。） 

ウ 当該契約が選挙運動用自動車の運転手の雇用に関する契約である場合 

当該選挙運動用自動車の運転手（同一の日において２人以上の選挙運動用

自動車の運転手が雇用される場合には、当該候補者が指定するいずれか１

人の運転手に限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車の運転業務に

従事した各日についてその勤務に対し支払うべき報酬の額（当該報酬の額

が１２，５００円を超える場合には、１２，５００円）の合計金額 

 

（選挙運動用自動車の使用の契約の指定） 

第５条 前条の場合において、選挙運動用自動車の使用に関し同一の日につき

同条第１号に定める契約と同条第２号に定める契約とのいずれもが締結され

ているときは、当該日については、これらの号に定める契約のうち当該候補

者が指定するいずれか一の号に定める契約のみが締結されているものとみな

して、同条の規定を適用する。 

 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担） 

第６条 候補者は、第８条に定める額の範囲内で、選挙運動用ビラを無料で作

成することができる。この場合においては、第２条ただし書の規定を準用す

る。 

 

（選挙運動用ビラの作成の契約締結の届出） 

第７条 前条の規定の適用を受けようとする者は、ビラの作成を業とする者と

の間において選挙運動用ビラの作成に関し有償契約を締結し、委員会が定め

るところにより、その旨を委員会に届け出なければならない。 

 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払手続） 

第８条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の契約

に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべき金額
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のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単

価（当該作成単価が７円５１銭を超える場合には、７円５１銭）に当該選挙

運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、法第１４２条第１項第７号に

定める枚数の範囲内のものであることにつき、委員会の定めるところにより、

当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得

た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は１円とする。）を、第６

条後段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限

り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業

とする者に対し支払う。 

 

（選挙運動用ポスターの作成の公費負担） 

第９条 候補者は、第１１条に定める額の範囲内で、選挙運動用ポスターを無

料で作成することができる。この場合においては、第２条ただし書の規定を

準用する。 

 

（選挙運動用ポスターの作成の契約締結の届出） 

第１０条 前条の規定の適用を受けようとする者は、ポスターの作成を業とす

る者との間において選挙運動用ポスターの作成に関し有償契約を締結し、委

員会が定めるところにより、その旨を委員会に届け出なければならない。 

 

（選挙運動用ポスターの作成の公費負担額及び支払手続） 

第１１条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当た

りの作成単価（当該作成単価が、５２５円６銭に当該選挙におけるポスター

掲示場の数を乗じて得た金額に７０，０００円を加えた金額を当該選挙にお

けるポスター掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、

その端数は１円とする。）を超える場合には、当該除して得た金額）に当該選

挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙におけるポスタ

ー掲示場の数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに

限る。）を乗じて得た金額を、第９条後段において準用する第２条ただし書に

規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者から

の請求に基づき、当該ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 
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（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、委員会が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例の規定は、この条例の公布の日以後初めてその期日を告示される

選挙から適用する。 
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議案第１３号 

 

洞爺湖町観光情報センター設置条例の制定について 

 

洞爺湖町観光情報センター設置条例を次のように定める。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

洞爺湖町観光情報センター設置条例 

 

 （設置） 

第１条 洞爺湖町の地域振興と産業の活性化及び観光交流の拠点として、洞爺

湖町観光情報センター（以下「センター」という。）を設置する。 

 

 （名称及び位置） 

第２条 名称及び位置は、次のとおりとする。 

名 称 位 置 

洞爺湖観光情報センター 虻田郡洞爺湖町洞爺湖温泉１４２番地１３０ 

 

 （業務） 

第３条 センターは、次の事業を行う。 

 ⑴ 地域振興のための活動の支援 

 ⑵ 観光情報の発信 

 ⑶ その他センターの設置目的を達成するために必要な事業 

 

 （開館時間及び休館日） 

第４条 センターの開館時間及び休館日は、次のとおりとする。ただし、町長

が特に認めたときは、これを変更し、又は別に休館日を設けることができる。 

 ⑴ 開館時間 午前９時から午後５時まで 

 ⑵ 休館日 １２月３１日から１月５日までの日 

 

 （利用の制限） 

第５条 町長は次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、センターの利

用をさせないものとする。 

⑴ 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められるとき 
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 ⑵ 施設又は附属設備等を損傷し、又は滅失するおそれがあると認められる

とき 

 ⑶ 危険物の持ち込及び他人に迷惑を及ぼす恐れがあると認められるとき 

 ⑷ 施設の管理運営上支障があると認められるとき 

 ⑸ その他町長が適当でないと認めたとき 

 

 （損害賠償） 

第６条 利用者が、建物、付属設備、備品等を損傷し、若しくは汚損し、又は

滅失したときは、これを原状に復するか又は町長の定める損害額を賠償しな

ければならない。 

 

 （目的外利用） 

第７条 町長は、建物及び敷地の一部について、その用途又は目的を妨げない

範囲内において、目的外に利用することができる。 

 

 （委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 この条例は、令和３年１０月１日から施行する。 
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議案第１４号 

 

指定地域密着型サービス基準等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の

一部改正に伴う関係条例の整理について 

 

 指定地域密着型サービス基準等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部

改正に伴う関係条例の整理に関する条例を次のように定める。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

指定地域密着型サービス基準等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の

一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

 （洞爺湖町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関する条

例の一部改正） 

第１条 洞爺湖町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関す

る条例（平成２５年洞爺湖町条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 

目次中「第１０章 委任（第２０３条）」を 

「 第１０章 委任（第２０３条） 

第１１章 雑則（第２０４条） 

 

」 
に改める。 

 

第３条に次の２項を加える。  

４ 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のた

め、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等

の措置を講じなければならない。  

５ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに当

たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要

な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。  

 

第５条第１号中「定める者」の次に「（介護保険法施行規則（平成１１年厚生

省令第３６号。以下「施行規則」という。）第２２条の２３第１項に規定する介

護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）」を加える。 

 

第６条第２項中「その他」の次に「指定地域密着型サービスの事業の人員、設
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備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密

着型サービス基準」という。）第３条の４第２項に規定する」を、「介護福祉士

等又は」の次に「第１項第４号アの」を加え、「業務に３年以上」を「業務に１

年以上（指定地域密着型サービス基準第３条の４第２項ただし書に規定する特に

業務に従事した経験が必要な者として厚生労働大臣が定めるものにあっては、３

年以上」に改め、同条第５項第１号中「いう。」の次に「第４７条第４項第１号

及び」を加え、同項第２号中「いう」の次に「。第４７条第４項第２号において

同じ」を加え、同項第３号中「いう」の次に「。第４７条第４項第３号において

同じ」を加え、同項第４号中「いう」の次に「。第４７条第４項第４号において

同じ」を加え、同項第５号中「いう。」の次に「第４７条第４項第５号、」を加

え、同項第６号中「いう。」の次に「第４７条第４項第６号、」を加え、同項第

７号中「いう。」の次に「第４７条第４項第７号、」を加え、同項第８号中「い

う。」の次に「第４７条第４項第８号及び」を加え、同条第１２項中「第１９１

条第１０項」を「第１９１条第１４項」に改める。 

 

第８条第４項中「第７条第１項」を「第４７条第１項」に改める。 

 

第１４条中「（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成

１１年厚生省令第３８号。以下「指定居宅介護支援等基準」という。）第１３条

第９号 」を「（洞爺湖町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に

関する条例（平成３０年洞爺湖町条例第２号。以下「指定居宅介護支援等基準条

例」という。）第１６条第９号 」に改める。 

 

第２５条第３項及び第４項中「第１１項」を「第１０項」に改める。 

 

第２８条中「町長」を「町」に改める。 

 

第３１条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。  

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

第３２条第２項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の一部」を

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の一部」に改め、同条に次の１項を

加える。  

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、適切な指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範
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囲を超えたものにより定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の就業環境が

害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

第３２条の次に次の１条を加える。  

（業務継続計画の策定等）  

第３２条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、感染症や非常

災害の発生時において、利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画

に従い必要な措置を講じなければならない。  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施しなければならない。  

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期的に業務継続計画の

見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

第３３条に次の１項を加える。  

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、

次に掲げる措置を講じなければならない。  

⑴ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の

情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことが

できるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結

果について、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図るこ

と。  

⑵ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための指針を整備すること。  

⑶ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの研修及び訓練を定期的に実施すること。  

 

第３４条に次の１項を加える。  

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項に規定する重要事項

を記載した書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に備え付

-27-



け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定

による掲示に代えることができる。  

 

第３９条第１項中「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この項、第５９条の１

７第１項及び第８７条において「利用者等」という。）が参加する場合にあって

は、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならな

い。）」を加え、「３月」を「６月」に改め、同条第４項中「提供する場合には」

の次に「、正当な理由がある場合を除き」を加える。  

 

第４０条の次に次の１条を加える。  

（虐待の防止）  

第４０条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、虐待の発生又

はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図ること。  

⑵ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における虐待の防止の

ための指針を整備すること。  

⑶ 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に

実施すること。  

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

第４２条第２項中「２年間」を「５年間」に改め、同項第４号中「第２５条第

１０項」を「第２６条第１０項」に改める。  

 

第４６条第１項中「定める者」の次に「（施行規則第２２条の２３第１項に規

定する介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）」を加える。 

 

第４７条第１項第１号中「専ら」及び「とする。ただし、利用者の処遇に支障

がない場合は、オペレーターは、当該夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サー

ビス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事

することができる。」を削り、同項第２号中「とする。」を削り、同項第３号中
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「専ら」及び「とする。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該夜間対

応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問介護事

業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事するこ

とができる。」を削り、同条２項中「その他」の次に「指定地域密着型サービス

基準第６条第２項に規定する」を加え、「３年以上」を「１年以上（特に業務に

従事した経験が必要な者として指定地域密着型サービス基準第６条第２項に規

定する厚生労働大臣が定めるものにあっては、３年以上）」に改め、同条に次の

５項を加える。 

３ オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、

利用者の処遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の定期

巡回サービス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の職務又は利用者以外の者からの通報を受け付け

る業務に従事することができる。  

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの施設

等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がない場合は、前

項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオペレーターとして充てるこ

とができる。  

⑴ 指定短期入所生活介護事業所  

⑵ 指定短期入所療養介護事業所  

⑶ 指定特定施設  

⑷ 指定小規模多機能型居宅介護事業所  

⑸ 指定認知症対応型共同生活介護事業所  

⑹ 指定地域密着型特定施設  

⑺ 指定地域密着型介護老人福祉施設  

⑻ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所  

⑼ 指定介護老人福祉施設  

⑽ 介護老人保健施設  

⑾ 指定介護療養型医療施設  

⑿ 介護医療院  

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら当該随時訪問サービスの提供

に当たる者でなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、

当該指定夜間対応型訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷地内にあ

る指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

の職務に従事することができる。  

６ 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対するオペレーションセン

ターサービスの提供に支障がない場合は、第３項本文及び前項本文の規定にか
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かわらず、オペレーターは、随時訪問サービスに従事することができる。  

７ 前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合に

おいて、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利用者に対する随時訪問サービ

スの提供に支障がないときは、第１項の規定にかかわらず、随時訪問サービス

を行う訪問介護員等を置かないことができる。 

 

第５５条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

第５６条第２項ただし書中「随時訪問サービスについては」を「指定夜間対応

型訪問介護事業所が、適切に指定夜間対応型訪問介護を利用者に提供する体制を

構築しており」に、「との連携」を「又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所（以下この項において「指定訪問介護事業所等」という。）との密接な

連携」に、「当該他の指定訪問介護事業所の訪問介護員等」を「町長が地域の実

情を勘案し適切と認める範囲内において、指定夜間対応型訪問介護の事業の一部

を、当該他の指定訪問介護事業所等の従業者」に改め、同条第３項を次のように

改める。  

３ 前項本文の規定にかかわらず、オペレーションセンターサービスについては、

町長が地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において、複数の指定夜間対応

型訪問介護事業所の間の契約に基づき、当該複数の指定夜間対応型訪問介護事

業所が密接な連携を図ることにより、一体的に利用者又はその家族等からの通

報を受けることができる。 

第５６条に次の１項を加える。  

５ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切な指定夜間対応型訪問介護の提供を

確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより夜間対応

型訪問介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じなければならない。 

  

第５７条に次の１項を加える。  

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所の所在す

る建物と同一の建物に居住する利用者に対して指定夜間対応型訪問介護を提

供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても、指定夜間対

応型訪問介護の提供を行うよう努めなければならない。 

 

第５８条第２項中「２年間」を「５年間」に改める。  
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第５９条中「第３３条から」を「第３２条の２から」に、「、第４０条及び第

４１条」を「及び第４０条から第４１条まで」に改め、「第９条第１項」の次に

「中「第３１条に規定する運営規程」とあるのは、「第５５条に規定する重要事

項に関する規程（第３４条第１項において同じ。）」と、同項」を加え、「第３

３条及び第１４条」を「第３２条の２第２項、第３３条第１項並びに第３項第１

号及び第３号、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号」に、「第

３４条」を「第１４条」に改める。 

  

第５９条の３第１項第３号中「法第８条の２第７項の」を「法第８条の２第７

項に規定する」に改め、同条第７項中「第１項第１号」を「第１項」に改め、同

条第８項中「第１項第３号の」を「第１項第３号に規定する」に、「町長」を「町」

に改める。 

 

第５９条の５第５項中「第５９条の３第１項第３号の」を「第５９条の３第１

項第３号に規定する」に改める。 

 

第５９条の７第４項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第２４条第４

項に規定する」に改め、同条第５項中「第３項に規定する」を「第３項の」に、

「利用者又はその家族に対し」を「、利用者又はその家族に対し、」に改める。 

 

第５９条の９第１項中「掲げる」の次に「ところによる」を加え、同項第１号

中「踏まえ、」の次に「妥当」を加え、同項第２号中「一人一人」を「１人１人」

に改め、同項第３号中「利用者」を「、利用者」に改め、同項第４号中「サービ

ス」を「、サービス」に改め、同項第６号中「認知症（」を「、認知症（」に改

める。 

 

第５９条の１０第１項中「（以下「地域密着型通所介護計画」という。）」を

削り、同条第５項中「地域密着型通所介護計画」を「、地域密着型通所介護計画」

に、「行わなければならない」を「行う」に改める。 

 

第５９条の１２中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

第５９条の１３第３項に後段として次のように加える。 

その際、指定地域密着型通所介護事業者は、全ての地域密着型通所介護従業
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者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定

する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

第５９条の１３に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、適切な指定地域密着型通所介護の提供を

確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより地域密着

型通所介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じなければならない。  

 

第５９条の１５に次の２項を加える。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たっては、

地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、第１項の規定により非常災害に係る対策

を講ずるに当たっては、地域の特性等を考慮して、地震災害、津波災害、風水

害その他の自然災害に係る対策を含むものとしなければならない。 

 

第５９条の１６第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければならない」を

「、次に掲げる措置を講じなければならない」に改め、同項に次の各号を加える。  

⑴ 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するととも、その結

果について、地域密着型通所介護従業者に周知徹底を図ること。  

⑵ 当該指定地域密着型通所介護事業所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。  

⑶ 当該指定地域密着型通所介護事業所において、地域密着型通所介護従業者

に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実

施すること。 

 

第５９条の１７第１項中「町の職員又は」の次に「当該」を加え、「法第１１

５条の４６第１項の」を「法第１１５条の４６第１項に規定する」に改め、「協

議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。た

だし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当

該利用者等の同意を得なければならない。）」を加え、同条第２項中「前項に規

定する」を「前項の」に改め、同条第３項中「地域住民との連携、協力」を「地
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域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力」に改め、同条第５項中「指定

地域密着型通所介護の」を「、指定地域密着型通所介護の」に改める。 

 

第５９条の２０中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」

の次に「、第４０条の２」を加え、「第３１条の運営規程」を「第３１条に規定

する運営規程」に、「「第５９条の１２の重要事項に関する規程」と、「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」

と、第３４条」を「「第５９条の１２に規定する重要事項に関する規程（第３４

条第１項において同じ。）」と、同項、第３２条の２第２項、第３４条第１項並

びに第４０条の２第１号及び第３号」に改める。  

 

第５９条の２０の３中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条

まで」の次に「、第４０条の２」を加え、「「運営規程（第５９条の１２に規定

する運営規程をいう。第３４条において同じ」を「「第５９条の１２の重要事項

に関する規程（第３４条第１項において同じ」に、「第３４条中」を「第３２条

の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に、「第

５９条の９第４号及び第５９条の１０第５項中「地域密着型通所介護従業者」と

あり、並びに第５９条の１３第３項中「指定地域密着型通所介護従業者」」を「第

５９条の９第４号、第５９条の１０第５項、第５９条の１３第３項及び第４項並

びに第５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」」

に改める。  

 

第５９条の２１中「サービス」を「、サービス」に、「第５９条の３１第１項

の」を「第５９条の３１に規定する」に改める。 

 

第５９条の２２第２項中「が利用する」を「の利用している」に、「第８８条

第１項の」を「第８８条第１項に規定する」に改める。 

 

第５９条の２７第１項中「利用申込者又はその家族に対し第５９条の３４に規

定する運営規程」を「、利用申込者又はその家族に対し、第５９条の３４に規定

する重要事項に関する規程」に、「第５９条の３５第１項の」を「第５９条の３

５第１項に規定する」に改める。 

 

第５９条の２８第１項中「利用者の」を「、利用者の」に改め、同条第２項中

「利用者の体調」を「体調」に、「利用者の主治の医師」を「特に利用者の主治

の医師」に改める。 
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第５９条の２９第２項中「主治の医師」を「、主治の医師」に改め、同条第３

項中「居宅サービス計画」を「、居宅サービス計画」に改める。 

 

第５９条の３０第１項中「掲げる」の次に「ところによる」を加え、同項第１

号中「次条第１項の」を「次条第１項に規定する」に改め、同項第２号中「サー

ビス」を「、サービス」に改め、同項第４号中「及び当該利用者」を「や当該利

用者」に、「、手順等」を「及び手順等」に改める。 

 

第５９条の３１第１項中「（以下「療養通所介護計画」という。）」を削り、

同条第６項中「療養通所介護計画」を「、療養通所介護計画」に改める。 

 

第５９条の３２第１項中「以下この条」を「以下この節」に改め、同条第２項

中「利用者及びその家族に」を「、利用者及びその家族に」に改め、同条第４項

中「利用者の様態」を「、利用者の様態」に改める。 

 

第５９条の３４中「次に」を「、次に」に改め、第９号を第１０号とし、第８

号の次に次の１号を加える。  

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

第５９条の３５第１項中「緊急時対応医療機関」を「、緊急時対応医療機関」

に改め、同条第２項中「前項の」を削り、「又は隣接し」を「、又は隣接し、」

に改める。 

 

第５９条の３６第１項中「安全・サービス提供管理委員会」の次に「（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）」を加え、同条第２項中

「安全管理」を「、安全管理」に改める。  

 

第５９条の３８中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」

の次に「、第４０条の２」を加え、「第３４条中」を「第３２条の２第２項、第

３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に、「第５９条の１３第

３項中」を「第３４条第１項中「運営規程」とあるのは「第５９条の３４に規定

する重要事項に関する規程」と、第５９条の１３第３項及び第４項並びに第５９

条の１６第２項第１号及び第３号中」に改める。 

 

第６１条第４項中「前各項」を「前３項」に改める。 
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第６２条第２項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第４３条第２項に

規定する」に改める。 

 

第６３条第２項第２号中「遮へい物」を「遮蔽物」に改める。 

 

第６４条第１項中「第７０条第１項」を「第７１条第１項」に改め、「又は施

設」の次に「（第６６条第１項において「本体事業所等」という。）」を加え、

「第６４条」を「第７１条」に改める。 

 

第６５条第２項中「法第８条第２５項の」を「法第８条第２５項に規定する」

に改め、「第８２条第７項」の次に「、第１１０条第９項」を加える。  

 

第６６条第１項に後段として次のように加える。 

なお、共用型指定認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該共用型指定認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一

敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事することとしても差し支えない。 

第６６条第２項中「第６２条第２項」を「指定地域密着型サービス基準第４３

条第２項」に改める。 

  

第７３条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。  

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

第７９条第２項中「２年間」を「５年間」に改める。 

 

第８０条中 「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条まで」の

次に「、第４０条の２」を加え、「重要事項に関する規程」と、」を「重要事項

に関する規程（第３４条第１項において同じ。）」と、同項、第３２条の２第２

項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に、「とあるのは

「認知症対応型通所介護従業者」と、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」」を「とあり、並びに第５９条の１３第３項及び第４項並びに第

５９条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」」に改め

る。 

 

第８２条第１項中「サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者」を「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所及び第１９１条第８
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項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者」に

改め、同条第６項の表中「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介護老人福

祉施設、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設」に、「指定認知症対応型

通所介護事業所、指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設」を「指定地域密

着型通所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改め、同条第７項

中「以下「本体事業所」」を「以下この章において「本体事業所」」に改め、同

条第１１項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第６３条第１１項に規定

する」に改め、同条第１２項中「別に厚生労働大臣が定める」を削り、「第９６

条」を「第９６条第１項」に改める。 

  

第８３条第３項中「第１９２条第２項」を「第１９３条」に、「第１１１条第

２項」を「第１１１条第３項」に改め、「、第１９２条第２項」を削り、「別に」

を「指定地域密着型サービス基準第６４条第３項に規定する」に改める。 

 

 第８４条中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第６５条に規定する」に

改める。 

 

第８５条第１項中「第４７条第１項」を「第４４条第１項」に改める。 

 

第８７条中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置

等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

 

第９０条第４項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第７１条第４項に

規定する」に改める。 

 

第９２条第１項第６号中「前項」を「前号」に改める。 

 

第９３条第２項中「第１３条各号」を「第１６条各号」に改める。 

  

 第９６条第３項中「行わなくてはならない」を「行わなければならない」に改

める。 

 

第１００条中「次に」を「、次に」に改め、第１０号を第１１号とし、第９号

の次に次の１号を加える。 

⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項  
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第１０１条に次の１項を加える。  

２ 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、

地域の実情により当該地域における指定小規模多機能型居宅介護の効率的運

営に必要であると町が認めた場合は、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、

町が認めた日から介護保険事業計画（法第１１７条第１項に規定する市町村介

護保険事業計画であって、町が定めるものをいう。以下この項において同じ。）

の終期まで（町が次期の介護保険事業計画を作成するに当たって、新規に代替

サービスを整備するよりも既存の指定小規模多機能型居宅介護事業所を活用

することがより効率的であると認めた場合にあっては、次期の介護保険事業計

画の終期まで）に限り、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用

定員を超えて指定小規模多機能型居宅介護の提供を行うことができる。 

 

 第１０３条第１項中「おかねば」を「おかなければ」に改める。 

 

第１０７条第２項中「２年間」を「５年間」に改める。 

 

第１０８条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」

を「から第４１条まで」に、「重要事項に関する規程」と、」を「重要事項に関

する規程（第３４条第１項において同じ。）」と、同項、第３２条の２第２項、

第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に改め、「第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規模多機能型居宅

介護従業者」と、」を削り、「第５９条の１３第３項」を「第５９条の１３第３

項及び第４項並びに第５９条の１６第２項第１号及び第３号」に改める。 

 

第１１０条第１項中「第７０条第１項」を「第７１条第１項」に、「第６９条」

を「第７０条」に、「（宿直勤務を除く。）をいう」を「（宿直勤務を除く。）

をいう。以下この項において同じ」に改め、同項に次のただし書を加える。  

ただし、当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生活住居の

数が３である場合であり、かつ、当該共同生活住居が全て同一の階において隣

接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行うことが可

能な構造である場合であって、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者によ

る安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると認められるときは、

夜間及び深夜の時間帯に指定認知症対応型共同生活介護事業所ごとに置くべ

き介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じて２以上の介護従業者に

夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以上とすることができる。 
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第１１０条第５項中「共同生活住居」を「指定認知症対応型共同生活介護事業

所」に改め、同条第６項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第９０条第

６項に規定する」に改め、同条第１０項中「第７０条第１項」を「第７１条第１

項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項を同条第１０項とし、第８項

の次に次の１項を加える。  

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定認知症対応型共同生活介

護事業所（指定認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定居宅サービス

事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有

する指定認知症対応型共同生活介護事業者により設置される当該指定認知症

対応型共同生活介護事業所以外の指定認知症対応型共同生活介護事業所であ

って当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に対して指定認知症対応型共

同生活介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」

という。）との密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）につい

ては、介護支援専門員である計画作成担当者に代えて、指定地域密着型サービ

ス基準第９０条第６項に規定する厚生労働大臣が定める研修を修了している

者を置くことができる。 

 

第１１１条第２項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第９１条第３項

に規定する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加え

る。  

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サ

テライト型指定認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活住居の管

理者は、本体事業所における共同生活住居の管理者をもって充てることができ

る。  

 

第１１２条中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第９２条に規定する」

に改める。 

 

第１１３条第１項中「１又は２」を「１以上３以下（サテライト型指定認知症

対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし書を削

る。  

 

第１１７条第７項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加え、同条第８項中「外部の者による」を

「次に掲げるいずれかの」に改め、同項に次の各号を加える。  

⑴ 外部の者による評価 

-38-



⑵ 第１２８条において準用する第５９条の１７第１項に規定する運営推進

会議における評価 

 

第１１８条第１項中「第１１０条第７項」を「第１１０条第５項」に改める。 

 

第１２１条中「指定地域密着型サービス」の次に「（サテライト型指定認知症

対応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業所が提供する指定認知症対応型共

同生活介護を除く。）」を加える。  

 

第１２２条第２号中「職務内容」を「職務の内容」に改め、同条中第７号を第

８号とし、第６号の次に次の１号を加える。  

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

 第１２３条第２項中「介護従事者」を「従事者」に改め、同条第３項に後段と

して次のように加える。 

その際、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政

令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認

知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければ

ならない。 

第１２３条に次の１項を加える。  

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定認知症対応型共同生活

介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

 

第１２７条第２項中「２年間」を「５年間」に改める。 

  

第１２８条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」

を「から第４１条まで」に、「重要事項に関する規程」と、」を「重要事項に関

する規程（第３４条第１項において同じ。）」と、同項、第３２条の２第２項、

第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に改め、「第３４条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、」

を削り、「第６章第４節」と」の次に「、第５９条の１６第２項第１号及び第３

号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「介護従業者」と」を加える。 
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第１２９条第１項中「法第８条第２０項」を「法第８条第２１項」に改める。 

 

第１３８条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。  

 

第１３９条第３項中「、利用者に」を「及び利用者に」に改め、同条第６項中

「サービス計画作成」を「サービス計画の作成」に改める。 

 

第１４５条第２号中「職務内容」を「職務の内容」に改め、同条中第９号を第

１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。  

⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 

第１４６条第４項に後段として次のように加える。 

その際、指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、全ての地域密着

型特定施設従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８

条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する

者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要

な措置を講じなければならない。 

第１４６条に次の１項を加える。  

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、適切な指定地域密着型特

定施設入居者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより地域密着型特定施設従業者の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。  

   

第１４８条第２項中「２年間」を「５年間」に改める。 

 

第１４９条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」

を「から第４１条まで」に、「第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と」を「第３２条の２第２項、

第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と、第３４条第

１項中「運営規程」とあるのは「第１４５条に規定する重要事項に関する規程」

と」に改め、「第７章第４節」と」の次に「、第５９条の１６第２項第１号及び

第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」
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と」を、「「２月」と」の次に「、第９９条中「小規模多機能型居宅介護従事者」

とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と」を加える。 

 

第１５１条第１項に次のただし書きを加える。 

ただし、他の社会福祉施設等の栄養士又は管理栄養士との連携を図ることに

より当該指定地域密着型介護老人福祉施設の効果的な運営を期待することが

できる場合であって、入所者の処遇に支障がないときは、第４号の栄養士又は

管理栄養士を置かないことができる。 

第１５１条第１項第４号中「栄養士」を「栄養士又は管理栄養士」に改め、同

条第３項ただし書を次のように改める。  

ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。  

 

第１５１条第８項中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加え、同項第

１号中「栄養士」を「生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士」に改め、同項第

２号から第４号までの規定中「栄養士」の次に「若しくは管理栄養士」を加え、

同条第１３項中「当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談員、栄養士」

の次に「若しくは管理栄養士」を加え、同条第１６項中「指定地域密着型介護予

防サービス基準第４４条」を「指定地域密着型介護予防サービス条例第４４条」

に、「人員に関する条例」を「人員に関する基準」に改め、同条第１７項を次の

ように改める。 

１７ 第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サテライト

型居住施設の本体施設である指定地域密着型介護老人福祉施設であって、当該

サテライト型居住施設に医師又は介護支援専門員を置かない場合にあっては、

指定地域密着型介護老人福祉施設の入所者の数及び当該サテライト型居住施

設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなければならない。この場合にお

いて、介護支援専門員の数は、同号の規定にかかわらず、１以上（入所者の数

が１００又はその端数を増すごとに１を基準とする。）とする。 

 

第１５２条第１項第２号イ中「一人」を「１人」に改める。 

 

第１５６条第３項第３号中「厚生労働大臣」を「指定地域密着型サービス基準

第１３６条第３項第３号に規定する厚生労働大臣」に改め、同項第４号中「厚生

労働大臣」を「指定地域密着型サービス基準第１３６条第３項第４号に規定する

厚生労働大臣」に改め、同条第４項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準

第１３６条第４項に規定する」に改める。 
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第１５７条第６項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。  

 

第１５８条第６項中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。ただし、入所者又はその家族（ 以下この項において

「入所者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用に

ついて当該入所者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

 

第１６３条の次に次の２条を加える。  

（栄養管理）  

第１６３条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態の維持

及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態

に応じた栄養管理を計画的に行わなければならない。  

（口腔衛生の管理）  

第１６３条の３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の口腔の健康の保

持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、口腔衛生の管理体制を

整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行わなければなら

ない。 

  

第１６８条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。  

⑻ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

第１６９条第３項に後段として次のように加える。 

その際、指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看護師、准看

護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める

者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に

係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

第１６９条に次の１項を加える。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を

超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の

明確化等の必要な措置を講じなければならない。  

 

第１７１条第２項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加え、同項第３号中「研修」の次に「並び
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に感染症の予防及びまん延の防止のための訓練」を加え、同項第４号中「別に」

を「指定地域密着型サービス基準第１５１条第２項第４号に規定する」に改める。 

  

第１７５条第１項中「次の各号に定める」を「次に掲げる」に改め、同項第３

号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。）」を加え、同項に次の１号を加える。  

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

第１７６条第２項中「２年間」を「５年間」に改める。 

  

第１７７条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」の次に

「、第４０条の２」を加え、「重要事項に関する規程」と、」を「重要事項に関

する規程（第３４条第１項において同じ。）」と、同項、第３２条の２第２項、

第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に改め、「、第３４条

中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削

る。  

 

第１７８条中「、第３節及び前節」を「及び前２節」に改める。 

 

第１８０条第１項第１号ア(ｲ)中「おおむね１０人以下としなければならない」

を「原則としておおむね１０人以下とし、１５人を超えないものとする」に改め、

同号ア(ｳ）を次のように改める。  

(ｳ) 一の居室の床面積は、１０．６５平方メートル以上とすること。ただ

し、(ｱ)ただし書の場合にあっては、２１．３平方メートル以上とするこ

と。 

  

第１８１条第３項第３号中「厚生労働大臣」を「指定地域密着型サービス基 

準第１６１条第３項第３号に規定する厚生労働大臣」に改め、同項第４号中「厚

生労働大臣」を「指定地域密着型サービス基準第１６１条第３項第４号に規定す

る厚生労働大臣」に改め、同条第４項中「別に」を「指定地域密着型サービス基

準第１６１条第４項に規定する」に改める。 

 

第１８２条第８項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）」を加える。  

 

第１８６条中第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加える。  
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⑼ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 

第１８７条第４項に後段として次のように加える。 

その際、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者（看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政

令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認

知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければ

ならない。 

第１８７条に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、適切な指定地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われ

る性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相

当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するた

めの方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  

第１８９条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を、「第３８条」の次に

「、第４０条の２」を加え、「重要事項に関する規程」と、」を「重要事項に関

する規程（第３４条第１項において同じ。）」と、同項、第３２条の２第２項、

第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に改め、「、第３４条

中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と」を削

り、「第４号及び第５号」を「第４号、第５号及び第７号 」に改める。 

 

第１９１条第１項中「指定看護小規模多機能型居宅介護（」の次に「第８２条

第７項に規定する」を加え、「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所

又はサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」を「サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所及び指定地域密着型介護予防サービス条

例第４４条第７項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所（第６項において「サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所」という。）の登録者、第８項に規定する本体事業所である指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所に係る同項に規定するサ

テライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者並びに同項に規定

するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該サテ

ライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事

業所、当該本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所及び当該本体事業所に係る第８２条第７項に規定するサ

テライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条第６項中「指定看
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護小規模多機能型居宅介護（」の次に「第８２条第７項に規定する」を加え、「宿

泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護」の次に「及び第８項に規定する

本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体

事業所に係る同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登録者

を当該本体事業所に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護」を加え、

同条第１０項中「第３条の４第１２項」を「第６条第１２項」に、「同条第１項

第４号イ」を「同条第１項第４号ア」に、「当該指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者」を「当該指定複合型サービス事業者」に改め、同項を同条第１４項と

し、同条第９項中「別に」を「指定地域密着型サービス基準第１７１条第１２項

に規定する」に改め、同項を同条第１２項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１３ 第１１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス計画

の作成が適切に行われるときは、介護支援専門員に代えて、看護小規模多機能

型居宅介護計画の作成に専ら従事する前項の研修を修了している者（第１９９

条において「研修修了者」という。）を置くことができる。 

第１９１条第８項中「前項」を「第７項」に改め、同項を同条第１１項とし、

同条第７項の次に次の３項を加える。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所（利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められ

た場合に常時対応し、利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制にあ

る指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス事業等

その他の保健医療又は福祉に関する事業について３年以上の経験を有する指

定看護小規模多機能型居宅介護事業者により設置される当該指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所以外の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であ

って、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に対して指定看護小規模多

機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業

所」という。）との密接な連携の下に運営され、利用者に対し適切な看護サー

ビスを提供できる体制にあるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サービ

スの提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所

の職員により当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登

録者の処遇が適切に行われると認められるときは、２人以上とすることができ

る。 

９ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所において宿直勤
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務を行う看護小規模多機能型居宅介護従業者により当該サテライト型指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認めら

れるときは、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務を行う看護小規模多機能

型居宅介護従業者を置かないことができる。 

１０ 第４項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所については、看護職員の員数は常勤換算方法で１以上とする。 

 

第１９２条第２項中「前項」を「第１項」に改め、「（指定複合型サービスの

事業を行う事業所をいう。以下同じ。）」を削り、「別に」を「指定地域密着型

サービス基準第１７２条第３項に規定する」に改め、同項を同条第３項とし、同

条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管

理上支障がない場合は、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

の管理者は、本体事業所の管理者をもって充てることができる。 

 

第１９３条中「指定複合型サービス事業所」の次に「（指定複合型サービスの

事業を行う事業所をいう。）」を加え、「別に」を「指定地域密着型サービス基

準第１７３条に規定する」に改める。 

 

第１９４条第１項中「２９人」の次に「（サテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所にあっては、１８人）」を加え、同条第２項第１号中「利用定

員」の次に「、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては

１２人」を加え、同項第２号中「９人」の次に「（サテライト型指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所にあっては、６人）」を加える。 

 

第１９５条第２項第２号ウ中「ア及びイ」の次に「の基準」を加え、同号に次

のように加える。 

オ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場合であって、

当該指定看護小規模多機能型居宅介護の利用者へのサービスの提供に支障

がない場合には、当該診療所が有する病床については、宿泊室を兼用する

ことができる。 

 

第１９７条第９号中「第１９９条第４項」を「第１９９条第１項」に改める。 

 

第１９９条第１項中「介護支援専門員」に次に「（第１９１条第１３項の規定

により介護支援専門員を配置していないサテライト型指定看護小規模多機能型
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居宅介護事業所にあっては、研修修了者。以下この条において同じ。）」を加え、

同条第４項中「行わなくてはならない」を「行わなければならない」に改め、同

条第８項中「第７項」を「第６項」に改める。 

 

第２０１条第２項中「２年間」を「５年間」に改め、同項第５号中「第１０項」

を「第９項」に改める。 

 

第２０２条中「第２８条」の次に「、第３２条の２」を加え、「、第４１条」

を「から第４１条まで」に、「重要事項に関する規程」と、」を「重要事項に関

する規程（第３４条第１項において同じ。）」と、同項、第３２条の２第２項、

第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中」に改め、「、第３４条

中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多機能

型居宅介護従業者」と」を削り、「第５９条の１３第３項」の次に「及び第４項

並びに第５９条の１６第２項第１号及び第３号」を加える。 

 

本則に次の１章を加える。  

第１１章 雑則  

（電磁的記録等）  

第２０４条 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提

供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例の規

定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文

字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第１２条第１項（第５９条、第５９条の２０、第５９条の

２０の３、第５９条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、

第１７７条、第１８９条及び第２０２条において準用する場合を含む。）、第

１１５条第１項、第１３６条第１項及び第１５５条第１項（第１８９条におい

て準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。  

２ 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当た

る者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下この

項において「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行う

ことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の
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知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。  

 

（洞爺湖町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準

に関する条例の一部改正） 

第２条 洞爺湖町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の

基準に関する条例（平成２５年洞爺湖町条例第１０号）の一部を次のように改正す

る。 

 

目次中「第５章 委任（第９１条）」を 

「 第５章 委任（第９１条） 

第６章 雑則（第９２条） 

 

」 
に改める。 

 

第３条に次の２項を加える。 

４ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防

止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実

施する等の措置を講じなければならない。  

５ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービ

スを提供するに当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関

連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めなければなら

ない。 

  

第５条第１項中「に併設されていない事業所において行われる指定介護予防認

知症対応型通所介護をいう。以下同じ。)」を「をいう。以下この項において同

じ。) に併設されていない事業所において行われる指定介護予防認知症対応型通

所介護をいう。」に、「併設されている事業所において行われる指定介護予防認

知症対応型通所介護をいう。以下同じ」を「併設されている事業所において行わ

れる指定介護予防認知症対応型通所介護をいう」に改め、同条第４項中「前各項」

を「前３項」に、「洞爺湖町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営の基準関する条例」を「洞爺湖町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営の基準に関する条例」に、「第７条第２項第１号イ」を「第７条第２項

第１号ア」に改める。 

 

第６条第２項中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための
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効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。以下「指

定地域密着型介護予防サービス基準」という。）第６条第２項に規定する」に改

める。 

 

第７条第２項第２号中「遮へい物」を「遮蔽物」に改める。 

 

第８条第１項中「次条」を「次条第１項」に改め、「又は施設」の次に「（第

１０条第１項において「本体事業所等」という。）」を加える。 

 

第９条第２項中「第４４条第６項」の次に「及び第７１条第９項」を加える。 

  

第１０条第１項に後段として次のように加える。 

なお、共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の他の職務に従

事し、かつ、同一敷地内にある他の本体事業所等の職務に従事することとして

も差し支えない。 

第１０条第２項中「第６条第２項」を「指定地域密着型介護予防サービス基準

第６条第２項」に改める。 

 

第１６条中「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第３７号。以下「指定介護予防支援等基準」という。）第３０条第９号」

を「洞爺湖町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平

成２７年洞爺湖町条例第３号。以下「指定介護予防支援等条例」という。）第３

２条第９号」に改める。 

 

  第１８条中「市町村」を「町」に改める。 

 

 第１９条中「当該計画」を「当該介護予防サービス計画」に改める。 

  

  第２２条第４項中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービス基準第２２条

第４項に規定する」に改める。 

  

  第２７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

 ⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 
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第２８条第３項に後段として次のように加える。 

その際、当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、全ての介護予防

認知症対応型通所介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門

員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これ

に類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

 第２８条に次の１項を加える。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、適切な指定介護予防認知症対

応型通所介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより介護予防認知症対応型通所介護従業者の就業環境が害されるこ

とを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。  

 

第２８条の次に次の１条を加える。  

（業務継続計画の策定等）  

第２８条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非常災害

の発生時において、利用者に対する指定介護予防認知症対応型通所介護の提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための

計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じなければならない。  

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、介護予防認知症対応型通所介

護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施しなければならない。  

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直

しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。  

 

第３０条に次の２項を加える。  

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に

当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、第１項の規定により非常災害

に係る対策を講ずるに当たっては、地域の特性等を考慮して、地震災害、津波

災害、風水害その他の自然災害に係る対策を含むものとしなければならない。 

 

第３１条第２項中「必要な措置を講ずるよう努めなければならない」を「、次

に掲げる措置を講じなければならない」に改め、同項に次の各号を加える。 
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⑴ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及

びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情

報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことがで

きるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果

について、介護予防認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

⑵ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における感染症の予防及

びまん延の防止のための指針を整備すること。  

⑶ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症

対応型通所介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修

及び訓練を定期的に実施すること。 

  

第３２条に次の１項を加える。  

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、前項に規定する重要事項を記

載した書面を当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に備え付け、かつ、

これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示

に代えることができる。  

 

第３７条の次に次の１条を加える。  

（虐待の防止）  

第３７条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生又はそ

の再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。  

⑴ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のた

めの対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、介護予防

認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。  

⑵ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所における虐待の防止のた

めの指針を整備すること。  

⑶ 当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所において、介護予防認知症

対応型通所介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する

こと。  

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

 第３９条第１項中「法第１１５条の４６第１項の」を「法第１１５条の４６第

１項に規定する」に改め、「協議会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この項及び第４

９条において「利用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装
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置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加え、同

条第２項中「前項に規定する報告」を「前項の報告」に改める。 

  

第４２条第３号中「当該計画」を「当該介護予防サービス計画」に、同条第７

号中「一人一人」を「１人１人」に改める。 

 

 第４４条第６項の表中「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介護老人福

祉施設、介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設」に、「（指定地域密着型

サービス基準条例第６条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所をいう。以下同じ。）、指定認知症対応型通所介護事業所（指定地域密

着型サービス基準条例第７１条第１項に規定する指定認知症対応型通所介護事

業所をいう。）、指定介護老人福祉施設（法第４８条第１項第１号に規定する指

定介護老人福祉施設をいう。）又は介護老人保健施設」を「、指定地域密着型通

所介護事業所又は指定認知症対応型通所介護事業所」に改め、同条第７項中「（以

下」の次に「この章において」を加え、同条第１０項中「当該介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所」を「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所」

に改め、同条第１１項中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービス基準第４

４条第１１項に規定する」に改め、同条第１２項中「別に厚生労働大臣が定める」

削り、「第６７条」を「第６７条第３号」に改める。 

 

 第４５条第１項中「同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所」の次に「（指定地域密着型サービス条例第６条第１項に規定する指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所をいう。）」を加え、「指定地域密着型サー

ビス条例第６条第１項」を「同項」に、「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者をいう。以下同じ」を「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

をいう」に、「指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。以下同じ」を「指定夜間

対応型訪問介護事業者をいう」に、「指定訪問介護事業者をいう。以下同じ」を

「指定訪問介護事業者をいう」に、「指定訪問看護事業者をいう。以下同じ」を

「指定訪問看護事業者をいう」に改め、同条第３項中「第１９２条第２項」を「第

１９３条」に、「第７２条第２項」を「第７２条第３項」に、「別に」を「指定

地域密着型介護予防サービス基準第４５条第３項に規定する」に改める。 

 

 第４６条中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービス基準第４６条に規定

する」に改める。 

 

  第４７条第１項中「第８５条第１項」を「第８２条第１項」に改める。 
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第４９条中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置

等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加える。 

 

第５２条第４項中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービス基準第５２条

第４項に規定する」に改める。 

 

第５７条中第１０号を第１１号とし、第９号の次に次の１号を加える。 

  ⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 

第５８条に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、

地域の実情により当該地域における指定介護予防小規模多機能型居宅介護の

効率的運営に必要であると町が認めた場合は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者は、町が認めた日から介護保険事業計画（法第１１７条第１項に

規定する市町村介護保険事業計画であって、町が定めるものをいう。以下この

項において同じ。）の終期まで（町が次期の介護保険事業計画を作成するに当

たって、新規に代替サービスを整備するよりも既存の指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所を活用することがより効率的であると認めた場合にあっ

ては、次期の介護保険事業計画の終期まで）に限り、登録定員並びに通いサー

ビス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の提供を行うことができる。 

 

  第５９条に次の１項を加える。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、第１項の規定により非常災害に係る対策

を講ずるに当たっては、地域の特性等を考慮して、地震災害、津波災害、風水

害その他の自然災害に係る対策を含むものとしなければならない。 

 

  第６０条第１項中「おかねば」を「おかなければ」に改める。 

 

第６５条中「第３１条から第３６条まで及び第３７条（第４項を除く。）から

第３９条まで」を「第２８条の２及び第３１条から第３９条まで（第３７条第４

項を除く。）」に、「重要事項に関する規程」と、」を「重要事項に関する規程

（第３２条第１項において同じ。）」と、同項、第２８条第３項及び第４項、第

２８条の２第２項、第３１条第２項第１号及び第３号、第３２条第１項並びに第
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３７条の２第１号及び第３号中」に改め、「、第２８条第３項及び第３２条中「介

護予防認知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者」と」を削る。  

 

  第６７条第２号中「指定介護予防支援等基準第３０条各号」を「指定介護予防

支援等条例第３２条各号」に、「具体的取組方針」を「具体的取扱方針」に、「指

定介護予防支援等基準第３１条各号」を「指定介護予防支援等条例第３３条各号」

に改め、同条第３号中「作成するともに」を「作成するとともに」に、「行わな

くてはならない」を「行わなければならない」に改める。 

 

第７１条第１項中「一以上」を「１以上」に、「（宿直勤務を除く。）をいう。）」

を「（宿直勤務を除く。）をいう。以下この項において同じ。）」に改め、同項

に次のただし書を加える。  

ただし、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の有する共同生

活住居の数が３である場合であり、かつ、当該共同生活住居が全て同一の階に

おいて隣接し、介護従業者が円滑な利用者の状況把握及び速やかな対応を行う

ことが可能な構造である場合であって、当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者による安全対策が講じられ、利用者の安全性が確保されていると

認められるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所ごとに置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通

じて２以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要な数以

上とすることができる。 

第７１条第４項中「前各項」を「前３項」に、「当該小規模多機能型居宅介護

事業所」を「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条第５項中「共

同生活住居」を「指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所」に改め、同条

第６項中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービス基準第７０条第６項に規

定する」に改め、同条中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項とし、第８

項の次に次の１項を加える。  

９ 第７項本文の規定にかかわらず、サテライト型指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所（指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって、

指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について３

年以上の経験を有する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者により

設置される当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所以外の指定介

護予防認知症対応型共同生活介護事業所であって当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所に対して指定介護予防認知症対応型共同生活介護の

提供に係る支援を行うもの（以下この章において「本体事業所」という。）と
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の密接な連携の下に運営されるものをいう。以下同じ。）については、介護支

援専門員である計画作成担当者に代えて、指定地域密着型介護予防サービス基

準第７０条第６項に規定する厚生労働大臣が定める研修を修了している者を

置くことができる。 

  

第７２条第２項中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービス基準第７１条

第３項に規定する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項

を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、共同生活住居の管理上支障がない場合は、サ

テライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所における共同生活

住居の管理者は、本体事業所における共同生活住居の管理者をもって充てるこ

とができる。 

 

第７３条中「別に」を「指定地域密着型介護予防サービス基準第７２条に規 

定する」に改める。 

 

第７４条第１項中「１又は２」を「１以上３以下（サテライト型指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所にあっては、１又は２）」に改め、同項ただし

書を削る。  

 

第７８条第３項第１号中「委員会」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）」を加える。  

 

第７９条中「地域密着型介護予防サービス」を「指定地域密着型介護予防サー

ビス（サテライト型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の場合は、本

体事業所が提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護を除く。）」に改め

る。 

 

第８０条第２号中「職務内容」を「職務の内容」に改め、同条中第７号を第８

号にし、第６号の次に次の１号を加える。  

⑺ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 

第８１条第２項中「介護従事者」を「従事者」に改め、同条第３項に後段とし

て次のように加える。 

その際、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、全ての介護

従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に
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規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じ

なければならない。 

第８１条に次の１項を加える。  

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、適切な指定介護予防認知

症対応型共同生活介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより介護従業者の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

  

第８６条中「第２６条」の次に「、第２８条の２」を加え、「、第３７条（第

４項を除く。）、第３８条、第３９条」を「から第３９条まで（第３７条第４項

及び第３９条第５項を除く。）」に、「重要事項に関する規程」と、」を「重要

事項に関する規程（第３２条第１項において同じ。）」と、同項、第２８条の２

第２項、第３１条第２項第１号及び第３号、第３２条第１項並びに第３７条の２

第１号及び第３号中」に改め、「、第３２条中「介護予防認知症対応型通所介護

従業者」とあるのは「介護従業者」と」を削る。  

 

第８７条第２項中「外部の者による」を「次の各号に掲げるいずれかの」に改

め、同項に次の各号を加える。  

⑴ 外部の者による評価  

⑵ 前条において準用する第３９条第１項に規定する運営推進会議における

評価  

 

本則に次の１章を加える。  

第５章 雑則  

（電磁的記録等）  

第９２条 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予

防サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるもの（第１４条第１項（第６５条及び第８６条にお

いて準用する場合を含む。）及び第７６条第１項並びに次項に規定するものを

除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ
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る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に

より行うことができる。  

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス

の提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するもの（以下

この項において「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行

うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知

覚によって認識することができない方法をいう。）によることができる。 

 

（洞爺湖町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第３条 洞爺湖町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成

２７年洞爺湖町条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

目次中「第５章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３４条）」を 

「 第５章 基準該当介護予防支援に関する基準（第３４条） 

第６章 雑則（第３５条） 

 

」 
に改める。 

 

  第２条第４項中「介護保険施設」の次に「、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律１２３号）第５１条の１７第１項

第１号に規定する指定特定相談支援事業者」を加え、同条に次の２項を加える。  

５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置

を講じなければならない。  

６ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活

用し、適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 

 

 第６条第１項中「運営規定」を「運営規程」に改める。 

 

 第１２条中「法第５８条第２項」を「同条第１項」に改める。 

 

 第１７条第１号中「以下同じ。」を削る。 

 

 第１９条第１項中「として次に掲げる事項」を削り、同項第２号中「職員」を
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「従業者」に、「職務内容」を「職務の内容」に改め、同条中第６号を第７号と

し、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 

第２０条第２項中「この限りでない」を「、この限りでない」に改め、同条に

次の１項を加える。  

４ 指定介護予防支援事業者は、適切な指定介護予防支援の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより担当職員の就業環境が

害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

  

第２０条の次に次の１条を加える。  

（業務継続計画の策定等）  

第２０条の２ 指定介護予防支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、

利用者に対する指定介護予防支援の提供を継続的に実施するための、及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続

計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、担当職員に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。  

３ 指定介護予防支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うものとする。  

 

第２２条の次に次の１条を加える。  

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置）  

第２２条の２ 指定介護予防支援事業者は、当該指定介護予防支援事業所におい

て感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じな

ければならない。  

⑴ 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下

「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）

をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、担当職員

に周知徹底を図ること。  

⑵ 当該指定介護予防支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。  
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⑶ 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、感染症の予防及

びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。  

 

第２３条に次の１項を加える。  

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定する重要事項を記載した書面を当該

指定介護予防支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲

覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。  

 

第２８条の次に次の１条を加える。  

（虐待の防止）  

第２８条の２ 指定介護予防支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止する

ため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。  

⑴ 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための対策を検討す

る委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を

定期的に開催するとともに、その結果について、担当職員に周知徹底を図る

こと。  

⑵ 当該指定介護予防支援事業所における虐待の防止のための指針を整備す

ること。  

⑶ 当該指定介護予防支援事業所において、担当職員に対し、虐待の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。  

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

第２９条中「事業所」を「指定介護予防支援事業所」に改める。 

 

第３２条第９号中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利

用者等」という。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用につい

て当該利用者等の同意を得なければならない。）」を加え、同条第１３号中「一

月」を「１月」に改め、同条第１５号中「当該計画」を「当該介護予防サービス

計画」に改め、同条第１６号中「第１３号」を「第１４号」に改め、同条第２４

号及び第２５号中「当該計画」を「当該介護予防サービス計画」に改め、同条第

２６号中「同条第１項」を「同項」に改める。 

 

  第３４条中「法第５８条第２項」を「同条第１項」に改める。 

 

本則に次の１章を加える。  
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第６章 雑則  

（電磁的記録等） 

第３５条 指定介護予防支援事業者及び指定介護予防支援の提供に当たる者並

びに基準該当介護予防支援の事業を行う者及び基準該当介護予防支援の提供

に当たる者（次項において「指定介護予防支援事業者等」という。）は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第９

条（前条において準用する場合を含む。）及び第３２条第２６号（前条におい

て準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定介護予防支援事業者等は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類す

るもの（以下この項において「交付等」という。）のうち、この条例の規定に

おいて書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該

交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気

的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）による

ことができる。 

 

（洞爺湖町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部

改正） 

第４条 洞爺湖町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例

（平成３０年洞爺湖町条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条第４項中「本町」を「町」に改め、「介護保険施設」の次に「、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律１２３号）第

５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者」を加え、同条中第

５項を第７項とし、第４項の次に次の２項を加える。  

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講

じなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法第

１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、

適切かつ有効に行うよう努めなければならない。 
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第６条第３項第２号中「管理者が」の次に「その管理する指定居宅介護支援事業

所と」を加え、「その管理する」を「当該」に改める。 

  

第７条第２項中「できること等」を「できること、前６月間に当該指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介

護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」と

いう。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に

当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられ

た訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着

型サービス事業者（法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業

者をいう。）によって提供されたものが占める割合等」に改める。  

 

第９条中「当該事業所」を「当該指定居宅介護支援事業所」に改める。 

 

第１３条第１項中「法第４６条第２項」を「同条第１項」に改める。 

 

第１５条第１項中「要介護状態」を「利用者の要介護状態」に改める。 

 

第１６条第２号中「サービス」を「、サービス」に改め、同条第４号中「対象サ

ービス」の次に「（法第２４条第２項に規定する介護給付等対象サービスをいう。以

下同じ。）」を加え、同条第９号中「行う会議」の次に「（テレビ電話装置その他の情

報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるもの

とする。ただし、利用者又はその家族（以下この号において「利用者等」という。）

が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意

を得なければならない。）」を加え、同条第２０号中「居宅サービス計画に厚生労働

大臣」を「居宅サービス計画に指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準（平成１１年厚生省令第３８号。次号において「指定居宅介護支援等基準」と

いう。）第１３条第１８号の２に規定する厚生労働大臣」に、「厚生労働大臣が定め

るもの」を「同号に規定する厚生労働大臣が定めるもの」に改め、同号の次に次の

１号を加える。  

⒇の２ 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護支援事業所において作成

された居宅サービス計画に位置付けられた指定居宅サービス等に係る居宅介

護サービス費、特例居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス費及び特例

地域密着型介護サービス費（以下この号において「サービス費」という。）の

総額が法第４３条第２項に規定する居宅介護サービス費等区分支給限度基準
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額に占める割合及び訪問介護に係る居宅介護サービス費がサービス費の総額

に占める割合が指定居宅介護支援等基準第１３条第１８号の３に規定する厚

生労働大臣が定める基準に該当する場合であって、かつ、市町村からの求めが

あった場合には、当該指定居宅介護支援事業所の居宅サービス計画の利用の妥

当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由等を記載すると

ともに、当該居宅サービス計画を市町村に届け出なければならない。  

第１６条第２５号中「当該計画」を「当該居宅サービス計画」に、「サービス担

当者会議」を「、サービス担当者会議」に改め、同条第２６条中「当該計画」を「当

該居宅サービス計画」に改め、同条第２７号中「同条第１項」を「同項」に改める。 

 

  第１９条中「次のいずれか」を「次の各号のいずれか」に改める。 

 

第２１条中「として次に掲げる事項」を削り、同条第２号中「職員」を「従業者」

に、「職務内容」を「職務の内容」に改め、同条中第６号を第７号とし、第５号の次

に次の１号を加える。  

⑹ 虐待の防止のための措置に関する事項  

 

第２２条第２項中「この限りではない」を「、この限りではない」に改め、同条

に次の１項を加える。  

４ 指定居宅介護支援事業者は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であっ

て業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより介護支援専門員の就業環境が

害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければな

らない。  

 

第２２条の次に次の１条を加える。  

（業務継続計画の策定等）  

第２２条の２ 指定居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時において、

利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周

知するとともに、必要な研修および訓練を定期的に実施しなければならない。  

３ 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応

じて業務継続計画の変更を行うものとする。  
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第２４条の次に次の１条を加える。  

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置）  

第２４条の２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所において

感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。  

⑴ 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、

介護支援専門員に周知徹底を図ること。  

⑵ 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること。  

⑶ 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予

防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。  

 

第２５条に次の１項を加える。  

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する重要事項を記載した書面を当該指

定居宅介護支援事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ

せることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。  

 

 第２８条（見出しを含む。）中「居宅サービス事業者等」を「指定居宅サービス事

業者等」に改める。 

 

第３０条第１項中「速やかに」を「、速やかに」に改める。 

 

第３０条の次に次の１条を加える。  

（虐待の防止）  

第３０条の２ 指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するた

め、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。  

⑴ 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための対策を検討する

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期

的に開催するとともに，その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る

こと。  

⑵ 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のための指針を整備する

こと。  

⑶ 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、虐待の防止
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のための研修を定期的に実施すること。  

⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。  

 

 第３３条中「法第４６条第２項」を「同条第１項」に改める。 

 

 第３４条の次に次の１条を加える。 

（電磁的記録等）  

第３５条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に当たる者並びに

基準該当居宅介護支援の事業を行う者及び基準該当居宅介護支援の提供に当た

る者（次項において「指定居宅介護支援事業者等」という。）は、作成、保存そ

の他これらに類するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識す

ることができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において

同じ｡）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１０条（前条にお

いて準用する場合を含む。）及び第１６条第２７号（前条において準用する場合

を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことができる。  

２ 指定居宅介護支援事業者等は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類する

もの（以下この項において「交付等」という。）のうち、この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該交付等

の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法そ

の他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができ

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１０月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和６年３月３１日までの

間、第１条の規定による改正後の洞爺湖町指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営の基準に関する条例（以下「新条例」という。）第３条第４項及び第

４０条の２（新条例第５９条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、第５９条の

３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条

及び第２０２条において準用する場合を含む。）、第２条の規定による改正後の洞
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爺湖町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に関

する条例（以下「新地域密着型介護予防サービス条例」という。）第３条第４項及

び第３７条の２（新地域密着型介護予防サービス条例第６５条及び第８６条におい

て準用する場合を含む。）、第３条の規定による改正後の洞爺湖町指定介護予防支

援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例（以下「新指定介護予防支援等条例」

という。）第２条第５項及び第２８条の２（これらの規定を新指定介護予防支援等

条例第３４条において準用する場合を含む。）並びに第４条の規定による改正後の

洞爺湖町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（以下「新

指定居宅介護支援等条例」という。）第４条第５項及び第３０条の２（これらの規

定を新指定居宅介護支援等条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めな

ければ」とし、新条例第３１条、第５５条、第５９条の１２（新条例第５９条の２

０の３において準用する場合を含む。）、第５９条の３４、第７３条、第１００条

（新条例第２０２条において準用する場合を含む。）、第１２２条、第１４５条、

第１６８条及び第１８６条、新地域密着型介護予防サービス条例第２７条、第５７

条及び第８０条、新指定介護予防支援等条例第１９条（新指定介護予防支援等条例

第３４条において準用する場合を含む。）並びに新指定居宅介護支援等条例第２１

条（新指定居宅介護支援等条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措

置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要

事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」

とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３２条の２（新条例第５９条、

第５９条の２０、第５９条の２０の３、第５９条の３８、第８０条、第１０８条、

第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第２０２条において準用す

る場合を含む。）、新地域密着型介護予防サービス条例第２８条の２（新地域密着

型介護予防サービス条例第６５条及び第８６条において準用する場合を含む。）、

新指定介護予防支援等条例第２０条の２（新指定介護予防支援等条例第３４条にお

いて準用する場合を含む。）及び新指定居宅介護支援等条例第２２条の２（新指定

居宅介護支援等条例第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用につい

ては、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとす

る」とあるのは「行うよう努めるものとする」とする。（指定定期巡回・随時対応
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型訪問介護看護事業者等における感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係

る経過措置） 

４ 施行日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３３条第３項（新条例第５９

条において準用する場合を含む。）及び第５９条の１６第２項（新条例第５９条の

２０の３、第５９条の３８、第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条及び

第２０２条において準用する場合を含む。）、新地域密着型介護予防サービス条例

第３１条第２項（新地域密着型介護予防サービス条例第６５条及び第８６条におい

て準用する場合を含む。）、新指定介護予防支援等条例第２２条の２（新指定介護

予防支援等条例第３４条において準用する場合を含む。）並びに新指定居宅介護支

援等条例第２４条の２（新指定居宅介護支援等条例第３３条において準用する場合

を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講ずるよう努めなければ」とする。 
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議案第１５号 

 

洞爺湖町国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部改正について 

 

 洞爺湖町国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

   洞爺湖町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 洞爺湖町国民健康保険条例（平成１８年洞爺湖町条例第１０５号）の一部を次の

ように改正する。 

 

第４条第１項中「４０万４千円」を「４０万８千円」に改める。 

 

 第５条第２項中「健康保険法」の次に「、船員保険法」を加える。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日前に出産した被保険者に係る国民健康保険条例第４条第１項の規定によ

る出産育児一時金の額は、なお従前の例による。 
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議案第１６号 

 

   洞爺湖町農業委員会委員及び農地利用最適化推進委員の定数条例の一部改正

について 

 

洞爺湖町農業委員会委員及び農地利用最適化推進委員の定数条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

 洞爺湖町農業委員会委員及び農地利用最適化推進委員の定数条例（平成２７年洞

爺湖町条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条中「１４人」を「１０人」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１７号 

 

   西いぶり広域連合規約の一部変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、西

いぶり広域連合規約の一部を次のとおり変更することについて、同法第２９１条の

１１の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

   西いぶり広域連合規約の一部を変更する規約 

 

 西いぶり広域連合規約（平成１２年規約第１号）の一部を次のように変更する。 

 

別表施設建設・整備費及び地方債償還金の部中「旧７市町村均等割」を「均等割

（登別市を除く。）」に改め、同表備考５を次のように改める。 

５ 計画ごみ処理量割については、西いぶり広域連合新中間処理施設整備基本計画

（平成３１年３月策定）における新中間処理施設供用開始年度のごみ処理量を基

礎として、市町協議会において同意された割合とする。 

 別表中備考６を削り、備考７を備考６とし、備考８から備考１１までを１備考ず

つ繰り上げる。 

 

附 則 

 この規約は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１８号 

 

洞爺湖町過疎地域持続的発展市町村計画の策定について 

 

 当町における過疎地域持続的発展市町村計画（令和３年度～令和７年度）を別冊

のとおり策定したいので、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和

３年法律第１９号）第８条第１項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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議案第１９号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３９号）第２条の規定により、議会

の議決を求める。 

 

  令和３年９月１０日提出 

   洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 

１ 工 事 名  洞爺湖温泉大通り線舗装工事 

 

２ 工 事 場 所  洞爺湖町洞爺湖温泉地内 

 

３ 契約の方法  指名競争入札 

 

４ 契 約 金 額  金５９，５１０，０００円 

 

５ 工 期  契約の日から令和３年１２月２０日まで 

 

６ 契約の相手方  虻田郡豊浦町字浜町７２番地４ 

          道路工業株式会社 日胆営業所 

           所長 田 屋  稔 
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議案第２０号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第３号） 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６６，５７３千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，５６３，２０２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

11. 地 方 交 付 税 3,250,000 224,142 3,474,142

1. 地 方 交 付 税 3,250,000 224,142 3,474,142

15. 国 庫 支 出 金 662,157 36,450 698,607

1. 国 庫 負 担 金 295,996 14,281 310,277

2. 国 庫 補 助 金 356,184 22,169 378,353

16. 道 支 出 金 404,628 8,238 412,866

2. 道 補 助 金 199,321 8,079 207,400

3. 委 託 金 13,945 159 14,104

19. 繰 入 金 549,248 △ 192,700 356,548

1. 繰 入 金 549,248 △ 192,700 356,548

21. 諸 収 入 72,925 113 73,038

5. 雑 入 54,886 113 54,999

22. 町 債 666,600 △ 9,670 656,930

1. 町 債 666,600 △ 9,670 656,930

7,496,629 66,573 7,563,202

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

2. 総 務 費 795,018 2,733 797,751

1. 総 務 管 理 費 760,485 2,733 763,218

3. 民 生 費 1,538,346 1,621 1,539,967

1. 社 会 福 祉 費 1,008,215 1,499 1,009,714

5. 保 育 所 費 135,290 122 135,412

4. 衛 生 費 438,645 15,065 453,710

1. 保 健 衛 生 費 151,898 15,065 166,963

6. 農 林 水 産 業 費 210,005 9,071 219,076

1. 農 業 費 159,368 9,071 168,439

7. 商 工 費 318,033 3,135 321,168

1. 商 工 費 66,818 488 67,306

2. 観 光 費 251,215 2,647 253,862

8. 土 木 費 1,249,471 11,462 1,260,933

2. 道 路 橋 梁 費 419,354 19,462 438,816

5. 都 市 計 画 費 383,978 △ 8,000 375,978

10. 教 育 費 410,173 198 410,371

4. 社 会 教 育 費 95,957 198 96,155

13. 予 備 費 69,113 112 69,225

1. 予 備 費 69,113 112 69,225

14. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

77,069 23,176 100,245

1. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

77,069 23,176 100,245

7,496,629 66,573 7,563,202

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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第２表 地方債補正 

１．変更                          （単位：千円） 

起債の 

目 的 

変  更  前 変  更  後 

限度額 
起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 
限度額 

起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 

道路環境等 

整 備 事 業 
196,500 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借入

れる資金に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率） 

政府資金又

はその他資

金とし、その

融資条件に

よる。 

ただし、町財

政の都合に

より措置期

間及び償還

期限を短縮

し、もしくは

繰上償還又

は低利に借

換えること

ができる。 

206,900 同左 同左 同左 

橋梁長寿命

化 事 業 
24,300 同上 同上 同上 31,800 同上 同上 同上 

臨 時 財 政 

対 策 債 
200,000 同上 同上 同上 172,430 同上 同上 同上 
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議案第２１号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２，３００千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９５３，３８８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

5. 繰 入 金 383,000 △ 8,000 375,000

1. 繰 入 金 383,000 △ 8,000 375,000

7. 諸 収 入 1 5,700 5,701

1. 雑 入 1 5,700 5,701

955,688 △ 2,300 953,388

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

1. 公 共 下 水 道 費 612,297 1,350 613,647

1. 下 水 道 管 理 費 233,635 1,350 234,985

3. 予 備 費 8,099 △ 3,650 4,449

1. 予 備 費 8,099 △ 3,650 4,449

955,688 △ 2,300 953,388

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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議案第２２号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１３千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１，２３８，０３７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

6. 繰 入 金 203,140 113 203,253

1. 一 般 会 計 繰 入 金 203,139 113 203,252

1,237,924 113 1,238,037

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

4. 基 金 積 立 金 1 8,009 8,010

1. 基 金 積 立 金 1 8,009 8,010

5. 諸 支 出 金 151 23,640 23,791

1. 償還金及び還付加算金 151 23,640 23,791

6. 予 備 費 32,282 △ 31,536 746

1. 予 備 費 32,282 △ 31,536 746

1,237,924 113 1,238,037

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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議案第２３号 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和３年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，４００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３８，２１５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

6. 町 債 46,900 5,400 52,300

1. 町 債 46,900 5,400 52,300

132,815 5,400 138,215

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

2. 簡 易 水 道 施 設 費 63,016 5,400 68,416

2. 簡 易 水 道 建 設 費 43,708 5,400 49,108

132,815 5,400 138,215

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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第２表 地方債補正 

１．変更                          （単位：千円） 

起債の 

目 的 

変  更  前 変  更  後 

限度額 
起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 
限度額 

起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 

簡 易 水 道 

事 業 
43,500 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借入

れる資金に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率） 

政府資金又

はその他資

金とし、その

融資条件に

よる。 

ただし、町財

政の都合に

より措置期

間及び償還

期限を短縮

し、もしくは

繰上償還又

は低利に借

換えること

ができる。 

48,900 同左 同左 同左 
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認定第１号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令

和２年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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認定第２号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和２

年度虻田郡洞爺湖町一般会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付して議会の認

定に付する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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認定第３号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和２

年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付

して議会の認定に付する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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認定第４号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和２

年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を

付して議会の認定に付する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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認定第５号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和２

年度虻田郡洞爺湖町介護保険特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付して

議会の認定に付する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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認定第６号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和２

年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を付

して議会の認定に付する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春  
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認定第７号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和２

年度虻田郡洞爺湖町後期高齢者医療特別会計決算を別冊のとおり監査委員の意見を

付して議会の認定に付する。 

 

令和３年９月１０日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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